
地域防災拠点建築物整備緊急促進事業

目的

対象
建築物

補助
対象等

補助率

建築物耐震対策緊急促進事業

大規模な建築物等の耐震化及び
避難場所までの避難路等の確保

耐震診断義務付け対象建築物や避難
場所となる建築物、緊急輸送道路沿
道建築物等

耐震診断、補強設計、
耐震改修（耐震診
断の結果、倒壊の危
険性のあるもので、改
修等により地震に対し
て安全な構造となるも
の）等に対する支援
(耐震改修等と併せて行う
省エネ改修等を含む)

制振ダンパー

民間事業者の場合 国1/3、地方1/3 
地方公共団体の場合 国1/3 等

令和3年度～令和5年度事業
期間

災害時拠点強靭化緊急促進事業

地震時の帰宅困難者等への対応

地方公共団体と帰宅困難者の受入協
定を締結するオフィスビル、学校、ホール
等

帰宅困難者等の受
け入れに付加的に
必要なスペースや防
災備蓄倉庫、非常
用発電機、耐震性
貯水槽等の整備に
対する支援 防災備蓄倉庫

民間事業者の場合 国2/3、地方
1/3
地方公共団体の場合 国1/2

令和3年度～令和5年度

一時避難場所整備緊急促進事業

水害時の避難者への対応

地方公共団体と水害時の避難者の受
入協定を締結するオフィスビル、商業施
設、マンション等

避難者の受け入れ
に付加的に必要な
スペースや防災備
蓄倉庫、電気設備
(設置場所の嵩上げ含
む)、止水板等の整
備に対する支援 電気設備の設置場

所の嵩上げ

民間事業者の場合 国2/3、地方
1/3
地方公共団体の場合 国1/2

令和3年度～令和5年度

地域の防災拠点となる建築物の整備を促進するため、大規模な建築物の耐震化並びに災害時に発生する避
難者及び帰宅困難者等を一時的に受け入れる施設の整備をワンパッケージで重点的に支援。

地域防災拠点建築物整備緊急促進事業


